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ppmmmg    （式 1-1） 
 
 ここで M は分子量である。特に濃度単位の変換を行っているのはクロロホルムとジクロロメ
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第 2 章 本研究の背景となる法制度と先行研究 
  
2.1 PRTR 制度 
 
2.1.1 PRTR 制度とその特徴 
 PRTR とは Pollutant Release and Transfer Register の略称で，日本語では「環境汚染物質
















2.1.2 PRTR 制度成立の背景 






考えを，OECD が PRTR としてまとめる際には，既に存在していた米国の TRI（Toxic 
 6 
Release Inventory：有害物質排出目録）やオランダの EIS（Emission Inventory System：排
出目録制度）などの化学物質登録制度がモデルにされた 2)。 
米国の TRI は，有害化学物質の漏洩事故が国内外の化学工場で起こったのをきっかけ
に，1986 年，「緊急計画および地域住民の知る権利法（Emergency Planning and Community 
Right-to-Know Act）」に規定された制度で，87 年に施行された 3)。この制度は，当初 330
の化学物質を対象にし，製造業等の対象施設が使用する物質の環境中への排出量等を
EPA（Environmental Protection Agency：環境保護庁）と指定州機関に報告し，EPA が施
設ごとのデータを公表することを定めたものである。情報公開の仕組みを有した化学物
質登録制度であり，TRI は世界で最初の本格的な PRTR 制度とされている。 
オランダの EIS は，国全体の排出量削減目標の設定等を目的として 1974 年に導入さ
れた 4)。当初約 900 の化学物質を対象にし，企業からの自主的な報告をもとに，政府が
大規模な固定発生源の排出データを集めることを可能にした。化学物質登録制度として
は世界で最初のものであるが，政策のための基礎情報の収集に重点をおいたものであり，








2.1.3 日本における PRTR 制度の導入 
 OECD の勧告を受け，1996 年 10 月，日本においても環境庁が PRTR 技術検討会を設
置し，PRTR の実施の枠組や技術的事項を検討し始めた 6)。1997 年 6 月からは一部の地
域でパイロット事業が開始され，1999 年 7 月には「特定化学物質の環境への排出量の把
握等及び管理の改善の促進に関する法律（通称，PRTR 法または化学物質管理促進法）」


























2.1.4 各国の PRTR 制度の比較 
 2001 年に OECD が公表した報告書 7)によると，2000 年時点で何らかの PRTR 制度を導
入あるいは導入の見通しであった国は日本も含め 19 カ国であった。その後，2003 年か
らはフランスでも PRTR 制度が義務化された 8)。これらの国の PRTR 制度で要求される
報告項目等についてまとめたものが，表 2-1-1 である。なお，欧州各国については，EU
































EU の IPPC（Integrated Pollution Prevention and Control）指令にほぼ準拠する形で定めら
れている。IPPC は，研究のための施設は対象としておらず 9)，米国，カナダ，オースト
ラリアなどでも研究機関は PRTR の報告対象となっていない。これらのことから，日本 
大気 水 土壌
アイルランド 1995 50 ○ ○ ○ ○ ○ ○




○ ○ × × ○ ○
英国 1991 170注１） ○ ○ ○ × ○ ○
オーストラリア 1998 90 ○ ○ ○ × ○ ○
オランダ 1976 180 ○ ○ ○ ○ ○ ○
カナダ 1993 323注2） ○ ○ ○ ○ ○ ○
韓国 1999 388注3） ○ ○ ○ ○ ○ ○
スイス 2001 50 ○ ○ × N/A N/A N/A
スウェーデン N/A N/A ○ ○ ○ N/A N/A N/A
スロバキア共和国 1998 200 ○ ○ × ○ ○ ○
チェコ共和国 N/A N/A ○ ○ ○ ○ × ○
デンマーク 1989 300 × ○ × ○ ○ ○
日本 2001 354 ○ ○ ○ ○ ×注4） ○
ノルウェー 1992 250 ○ ○ ○ ○ ○ ○
ハンガリー N/A 200-250 ○ ○ ○ ○ N/A N/A
フィンランド 1988 50 ○ ○ ○ × × ○
フランス 2003 43（大気），
37（水）
○ ○ × ○ ○ ○






○ ○ × △注5） × ○
メキシコ 1997 191 ○ ○ ○ ○ × ○




































































   で操業されている移動
   排出源
○石油小売施設
○20人未満のクリーニング






















   設
○燃料流通・保管・小売施
   設
○対象物質を含む製品及
   び対象物質の卸・小売


















   送関連サービス業
○専門・科学・技術サービ
   ス業
○写真処理業
○下水処理・廃棄物処理
   及び清掃関連サービス











   以上。
○カテゴリー1a（全VOC）：
   25トン以上/年。
○カテゴリー2a（CO，
   PAH，SO2等）：400トン
   以上の燃料又は廃棄物
   を燃焼。あるいは，期間
   中に1トン/時間以上の
   燃料又は廃棄物を燃焼
   させたことがある。
○カテゴリー2b（全2a物
   質，ダイオキシン，重
   金属）：2,000トン以上
   の燃料又は廃棄物を
   燃焼。あるいは
   60,000MW以上のエネ
   ルギーを消費。あるい
   は期間中に20MW以上
   の電力消費を行ったこ
   とがある。
○カテゴリー3（全窒素，全
   リン）：全窒素15トン，全
   リン3トン以上。
○231物質：含有率1％以
   上，取扱量が10トン/年
   以上。
○水銀：濃度によらず，年
   間取扱量が5トン以上。
○カドミウム：含有率0.1％
   以上，取扱量が5kg/年
   以上。
○ヒ素，六価クロム，鉛，テ
   トラエチル鉛：含有率0.1
   ％以上，取扱量が
   50kg/年以上。
○17多環芳香族化合物：












毎年 毎年 毎年 毎年
個別データ
の公表
公表 公表 公表 2008年1月1日より公表予
定
報告施設数 約5,000施設（2002年度） 3,618施設（2003-04年） 8,173施設（2003年） 1,384施設（2003年）
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   処分業
○化学物質及び化学品卸販















   ド（約11,350ｋｇ）/年以上。
○その他：10,000ポンド
   （4,540ｋｇ）/年以上。
○残留性，生体蓄積性，有毒
   性のある物質（「ＰＢＴ物質」
   と指定。全16種）について
   は，100ポンド（約45kg）/年
   以上。
   その中でも，特に残留性，
   蓄積性が高いものは10



















入が功を奏し，1988 年から 2004 年までに，製造業施設における施設内外の化学物質処
分量・環境中への排出量が 57％減尐した 10)。英国では 1998 年から 2001 年にかけて，ア
ンモニアや四塩化炭素など 12 物質の排出量が 50％以上削減されたとする一方，1,3-ブタ
ジエンなど排出量が増加した物質も 4 物質あったとしている 11)。オーストラリアでは
2004-2005 年にかけて，排出量が減尐した物質と増加した物質がほぼ同数であった 12)。 
日本においても毎年，前年度の PRTR データの集計値が環境省から報告されており 13)，
その報告をもとに化学物質の環境中への総排出量，総移動量をまとめたものが図 2-1-1
である。報告事業者数は最初の 2 年が約 35,000，次の 2 年度が約 40,000 と 1 割ほど増加






















































 労働安全衛生法は，同法による改正前の労働基準法第 5 章（安全及び衛生），労働災害









が，化学物質管理と特に関連の深いものは第 5 章第 2 節の「有害物に関する規制」と第
7 章の「健康の保持増進のための措置」である。 
第 5 章第 2 節では，黄りんマッチやベンゼンを含有するゴムのりなど，労働者に重度
の健康障害を生ずるものについての製造や輸入，使用などを禁止している。また健康障
害を防止するため，有害な化学物質の譲渡に際しては，有害性や取扱い上の注意などを



















































米国の ACGIH（American Conference of Governmental Industrial Hygienists：米国産業衛生
専門家会議）によって，1947 年から提案されてきた生物学的な許容濃度である TLV







































































は 1971 年に公的な連邦規準として ACGIH の TLV が採用され，環境評価のためのサンプ
リング方法などが定められた 23)。 

















である「B 測定」の 2 種類があり，これらの結果から作業環境の管理状況を評価する。 
A 測定の測定点は，等間隔系統抽出によって測定作業場内から 5 個以上選ぶことにな
っており，A 測定の結果を評価するにあたっては，作業場内における有害物質の濃度分
布が対数正規分布であると考え ,日変動などを考慮した統計的な手法が用いられる。評価





log645.1loglog 1  MEA     （式 2-1） 
 











2 logloglog        （式 2-3） 
 
ここでσ1 は 1 日の測定値から求めた幾何標準偏差であり，σD は経験的にσD の分布
から上側 90％の推定値としてσD＝1.95 が採用されている。 
また，B 測定の結果を評価する場合には，第 1 評価値としては測定値そのものを用い，
第 2 評価値としては測定値を 1.5 倍したものを用いる。なお，B 測定を複数設定した場


























第 1 管理区分であれば，当該単位作業場所での作業環境管理の状態は「適切」，第 2
管理区分であれば｢なお改善の余地がある｣，第 3 管理区分であった場合は「適切でない」
と判断される。第 2，第 3 管理区分と判断された場合には，第 1 管理区分と判断される
まで繰り返し作業環境の改善に努めなければならない。第 1 管理区分であれば，法定頻
度内で定期的に作業環境測定を実施し，第 1 管理区分が持続されていることを確認する
こととしている。また，2 年以上継続して第 1 管理区分と評価された場合には，所轄労
働基準監督署長の許可を受け，有機溶剤の濃度測定は検知管方式による簡易測定に切り
替えることができる。ただし，この際にもガスクロマトグラフィー等を用いた方法に基
づく測定を 1 点以上で行う必要がある（作業環境測定基準第 13 条第 3 項）。 
また，複数の物質を測定する場合には式 2-4 を用いて計算した換算値を各測定点の測






























































































京都工芸繊維大学では，1999 年 1 月に 1997 年度の化学物質の使用量と廃棄量，大気
や排水への排出量について各研究室に対してアンケートを行っている 32)。対象としたの
は PRTR パイロット事業の対象物質のうち有機溶剤 30 種類，無機化合物 10 種類の計 40


















ず，大学における PRTR 制度の導入は現時点では難しいと結論している。 
岡山大学は，1998 年 10 月に学内の 213 の研究室及び研究施設に対してアンケートを
行い，PRTR パイロット事業の対象であった 178 物質について，①これまでに使用した
ことがあるかどうか，②現在の保有量，③使用量の確認が可能であるか，の 3 点につい
て調査を実施した 34)。150 種の物質について使用実績があり，1 研究室で使用されてい
る化学物質数は最大で 81，平均で 19.6 であった。経団連による 2,510 社に対する調査（回
 21 











































2002 年に，国立大学などの 169 の研究機関を対象に実施された実験施設についての調
査では，化学物質を扱う実験室など約 38,700 室のうち，3 分の 1 にあたる約 13,600 室で
何らかの改善を要することが確認された 38)。1 機関あたりの改善を要する実験室数は，










































人曝露濃度を測定した 39)。実習室濃度は 0.5ppm であった一方で，指導教官の平均曝露
濃度は 1.69ppm，学生は 1.53ppm と実習室濃度よりも高かったと報告している。  
水城らは解剖実習に伴う身体症状や化学物質過敏症に関する問診を学生 95 名に対し






備室の濃度を測定した 41)。解剖前の濃度は 0.003-0.036ppm であったが，解剖作業を行っ
た時の濃度は 0.028-0.20ppm と上昇したと報告している。 














Meirik らはスウェーデンの 322 人の出産記録を調査し，妊娠期間中に大学などの実験
室での作業実績を有する女性に流産の増加は見られなかったが，腸閉鎖症や狭窄症とい
った重度の奇形について有意な増加が見られたとしている 43)。 











Maher らは，実験作業の経験を有する男性 1,510 人について，1950 年 1 月から 1978 年
12 月まで死亡記録を調査し，米国での死亡記録と比較した 45)。実験室作業経験者の総死




発性のポリマーを扱う部門での作業経験者であり，SMR が 312 と有意水準 5％で有意に
高かった。 
Carpenter らは，1971 年から 1980 年にかけて，化学者，物理・生物学者，実験助手で
15 歳から 64 歳のがん患者 2,265 名の記録を集め，同等の社会クラスで同年代の 82,378
名のがん患者と比較し，オッズ比を求めた 46)。研究者では，脳および神経系の腫瘍（オ




Belli らは 1960 年から 1989 年まで Italian National Institute of Health に勤務していた研





















ンドの基準濃度（8 時間 100ppm，15 分 150ppm）の 2-25％であったとしている。 
Cordiner らは 1971 年から 1986 年末までに，パリのパスツール研究所で尐なくとも 6
ヶ月働いた 3,765 名（男性 1,518，女性 2,247）について 1987 年末までの死因別死亡数等




死亡数では SMR が 72，82 と有意に低かった。アンケート結果から，パスツール研究所
における喫煙率はフランスの平均的な数値よりも低く，肺がんによる死亡数の減尐に影
響したとしている。 









































































発表年 1979 1981 1986 1991































   外の社員
   （男性：19,262人）
○Third National Cancer
















   胃がん
○骨肉腫（物理・生物学
   者）
○非ホジキンリンパ腫




   ん，膀胱がん，リンパ
   造血系がんなどの発
   生数
○大腸がん，ホジキン
   病，白血病などの
   死亡数
有意に低下 ○がん全体の発生数と
   死亡数
○肺がん発生数と死亡




   （p＜0.05）
○循環器系疾患
   （p＜0.01）
頚部がん
備考 ○有意差は95％信頼区
   間に基づいて判定。
○黒色腫の増加は，Du
   pont社が南部にある
   ことによる日射量の
   影響が考えられる。
○化学者は実験室での
   喫煙は禁止されてい








発表者 Meirik et al. Hoar et al. Maher　et al. Carpenter et al.
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発表年 1992 1994 1995 1997
国 イタリア フィンランド フランス イスラエル












































   （男性）
○乳がんの死亡数






   が50を超えていた者の











    リンパ造血悪性腫瘍
    の死亡数（男性）
○肺がん，リンパ造血悪
   性腫瘍，糖尿病の死











   （男性）
○循環器系疾患の









   間に基づいて判定。
○奇形への影響は見ら
   れなかったが，数が尐
   ないので十分な結論







   傾向は見られなかっ
   た。
○肝臓では，勤務年数
   の増加と共に数値が
   上がる傾向が見られ
   た。






年 9 月，労働安全衛生に関するアンケート調査を実施した。97 機関のうち，60 機関から
の回答が得られ，2004 年 4 月以降に作業環境測定を実施したのは 13 機関，測定を計画
中であったのが 40 機関であった 52)。東京工業大学が，学内の実験室を対象に行ったベ



















 京都大学は 10 の学部と 17 の大学院，13 の附置研究所と 20 の教育研究施設等のほか，
医療技術短期大学部，付属病院，付属農場などを有する総合大学であり，教員数 2,878，
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 第 2 章第 3 節で述べたように，1999 年の大学での有害物質の管理システムに関する報















物及び劇物取締法」で指定されている 29 種の毒物，94 種の劇物に関しては，使用簿へ
の使用者，使用量などの記録が義務付けられた。その他の物質については使用量や購入
量等の記録を促す対策は取られてこなかったが，2002 年 10 月ごろからは工学研究科の
化学系等の 48 研究室を始まりとして，薬品管理コンピューターシステムによる在庫量等































































































































アセトニトリル クロロホルム ジクロロメタン トルエン ベンゼン
別名 シアン化メチル トリクロロメタン 塩化メチレン メチルベンゼン ベンゾール












   応により分解（半減
   期：数ヶ月以上）。
○水中，土壌では微
   生物によって容易
   に分解。
○大気中で化学反
   応により分解（半
   減期：約3‐5ヶ月）。
○微生物による分解
   は受けにくい。
○大気中で化学反
   応により分解（半減
   期：約2‐4ヶ月）。
○微生物による分解
   は受けにくい。
○土壌に浸透し，地
   下水を汚染する可
   能性。
○大気中で光分解。
○土壌，水中では微
   生物によって分解。
   ただし，地下水に
   侵入すると容易に









   13週）：鼻上皮の
   萎縮（LOAEL：
   10mg/m3）
○経口投与（イヌ，
   7.5年）：脂肪肝等
  （LOAEL：
   15mg/kg/日）
○経口投与（マウス，
   78週）：肝がん
   （投与量：
     138mg/kg/日）
　　　　　　　　　　など
○試験管内の変異
   原性試験で陽性
○経口投与（雌ラッ
   ト，2年）：肝がん
   （58mg/kg/日）
○作業環境での高濃
   度曝露でヒトに神
   経症状などの症状








   染色体異常。遺伝
   子に対する傷害性
   あり。
○疫学調査で白血
   病を引き起こす十
   分な証拠あり。
IARC　発が
ん分類※
― 2B 2B ― 1
毒物及び劇
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た。1999 年度から 2002 年度にかけて，各年度，京都大学におおむね 1ｔ以上納入されて
いる物質を表 3-2-2 に示す。なお，調査対象としたのは 2000 年度までは 81 物質（PRTR
対象 60 物質，それ以外 21 物質），2001 年度以降はその中で納入実績の多いものを選び，






















注 1）業者への調査では，京都大学付属病院への納入量も含めて把握した。  
注 2）＊は PRTR 第 1 種指定化学物質  
注 3）表中の網掛けの物質が重点調査物質  
注 4）2002 年度のエタノールの納入量は入札された分を含んでいない。  
物質名 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度
メタノール 24,642 29,272 24,333 23,452
エタノール 26,964 27,066 24,173 9,441注4)
アセトン 16,459 17,411 15,457 17,950
ヘキサン 13,643 18,019 16,614 17,678
酢酸エチル 6,601 9,721 8,811 10,599
クロロホルム*　注2,3） 7,445 7,996 9,073 10,527
ジエチルエーテル 4,854 7,252 9,042 7,215
ジクロロメタン* 5,313 6,964 6,255 6,387
トルエン* 3,618 3,465 3,045 3,316
アセトニトリル* 2,631 2,476 1,978 2,652
テトラヒドロフラン 1,970 1,987 1,912 1,926
イソプロピルアルコール 1,132 1,396 1,995 2,027
ベンゼン* 1,737 1,273 1,078 966
Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド* 667 1,027 985 1,766
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3.2.4 学内研究室への調査 ―化学物質の使用状況の把握― 
3.2.4.1 調査方法，調査対象物質等 
（Ⅰ）調査概要 
2003 年 6 月，2002 年度の研究室ごとの購入量，在庫量や使用量，化学物質の使用・管
理状況等について把握するため，京都大学の理科系の研究室を対象に調査票調査を実施
した。同様の調査は 2001 年 11 月，2002 年 3 月にも実施しており，以降，実施した順に





ロロメタン，トルエン，ベンゼンの 5 物質に N,N-ジメチルホルムアミド，ホルムアルデ
ヒドの 2 物質を加えた合計 7 物質とした。表 3-2-3 に第 1 回から第 3 回の各調査の内容
を示した。 
 














































   の各物質の割合
○毒劇物の使用記録の保管の
   有無
○ジエチルエーテル，ヘキサン，
   ペンタン，テトラヒドロフラン，
   ジオキサン，酢酸エチル，メタ
   ノール，エタノール，イソプロ
   ピルアルコール，アセトン，
   アセトニトリル，アクリロニトリ
   ル，塩酸，硝酸，硫酸の年間
   使用量
○ロータリーエバポレーターでの





   揮発率の推定値
○実験時の体調異変などのトラ
   ブルの有無











第 3 回調査の調査票回収数は 409 であった。表 3-2-4 に，第 1 回から第 3 回の調査にお
ける部局ごとの回収数を示す。 
 
























医学研究科 20 17 19
遺伝子実験施設 1 1 2
医療技術短期大学部 9 6 7
ウイルス研究所 8 11 16
宇治地区注1) 37 39 47
エネルギー科学研究科 10 10 9
環境保全センター 1 1 1
原子炉実験所 11 8 14
工学研究科 99 82 80
国際融合創造センター 0 0 3
再生医科学研究所 14 15 17
情報学研究科 1 1 1
生態学研究センター 1 1 5
生命科学研究科 17 17 18
総合人間学部 24 25 ‐注2）
総合博物館 2 2 2
地球環境学堂注3） ‐ ‐ 1
人間・環境学研究科 12 10 19
農学部 62 63 78
放射線生物研究センター 2 1 4
放射線同位元素総合センター 1 1 2
薬学研究科 17 14 17
理学研究科 71 46 47
霊長類研究所 9 9 0
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 第 3 回調査結果に基づく，使用量等の集計を表 3-2-5 に示す。業者納入量と区別する
ため，ここで得た購入量を，以後，研究室回答購入量と呼び，使用量についても研究室
回答使用量と呼ぶ。研究室回答使用量については，2001 年度末在庫量と研究室回答購入
量の合計から 2002 年度末在庫量を減ずることによって算出した。 
 



























（A） （B) （C) （A+C-B)
アセトニトリル 596 662 2,163 2,097
クロロホルム 1,467 1,515 10,310 10,262
ジクロロメタン 1,559 1,404 5,026 5,181
N.N-ジメチルホルムアミド 284 347 1,398 1,335
トルエン 750 799 3,214 3,164
ベンゼン 614 594 997 1,018
ホルムアルデヒド 359 253 247 353
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購入量 D-Ｃ （D-Ｃ）/D 毒劇法
（D) （C)
アセトニトリル 2,586 2,163 424 16.4% 劇物
クロロホルム 10,387 10,310 77 0.7% 劇物
ジクロロメタン 6,387 5,026 1361 21.3%
Ｎ,Ｎ-ジメチルホルムアミド 1,764 1,398 366 20.7%
トルエン 3,316 3,214 102 3.1% 劇物
ベンゼン 966 997 -32 -3.2%
ホルムアルデヒド 288 247 41 14.2% 劇物








































































































































































 可燃性有機廃液は，各廃液ポリ容器から KYS 内の廃溶媒タンクに移され，このタンク
で攪拌されたのち，焼却炉に輸送される。サンプリングは，攪拌中の廃溶媒タンクから
採取することで実施した。2002 年 5-7 月，2003 年 1-3 月にかけて，廃液搬入時に 10mL
程度ずつ採取し，サンプル量は合計で 960mL であった。サンプルは黄褐色の上層（以後，
上層廃液）と茶褐色の下層（以後，下層廃液）の 2 層に分かれており，上層廃液の容量
は 612mL，下層廃液の容量は 348mL であった。 
各層のサンプルを採り，ろ過を行ったのち，それぞれ 1 回の分析につき 7.5L ずつを









 KYS に持ち込まれた廃希薄水溶液は，KYS 内の廃希薄水溶液タンク（内容量 950L）
に貯留され，水による希釈が行われたのち，焼却炉に輸送される。廃希薄水溶液の測定
用サンプルは，このタンクから採取した。サンプリングは 2001 年 11 月から 2002 年 1
月にかけて，一回につき 100mL 程度ずつ，計 8 回実施した。各サンプルL と内部標準
溶液としてフルオロベンゼン 0.01mg/mL メタノール溶液（東京化成製フルオロベンゼン
1mg/mL をメタノールで 100 倍希釈したもの） L を，蒸留水 10mL を入れたバイアル
瓶に加え，65℃で 45 分間保持したのち，ヘッドスペース法にて試料をガスクロマトグラ
フ質量分析計に導入した。分析条件を表 3-2-9 に示す。検量線は，標準溶液（VOCs20











































計すると 62,893L であった。 
廃液中の各物質濃度の分析結果と廃液量，それらから算出した各物質の廃液としての
処理量を表 3-2-10 に示す。 
 





































アセトニトリル 0.0145 684 0.0275 739 ― ― 1,423 ―
クロロホルム 0.0805 3,800 0.0506 1357 0.27 17 5,174 4,610
ジクロロメタン 0.0230 1,086 0.0228 613 0.51 31.8 1,731 1,445
トルエン 0.0303 1,429 0.0197 529 0.01 0.6 1,959 ―



























 KYS で処理された有機廃液中の塩素量は，以下の各量をもとに把握した。 
 
＜苛性ソーダと反応した塩素量＞ 
 苛性ソーダと塩化水素の反応は次の通りである。  
 











)kg(  （式 3-2） 
 
2002 年度に消費された苛性ソーダは，KYS の記録から 8,037kg であった 5)。 
 
塩素含有率 購入量（ｋｇ） 塩素量（ｋｇ） 割合※（％）
クロロホルム 0.891 10,527 9,380 62.9
ジクロロメタン 0.835 6,387 5,333 35.7
1,2-ジクロロエタン 0.717 85 61 0.4
四塩化炭素 0.922 86 79 0.5
トリクロロエチレン 0.810 84 68 0.5
合計 14,921
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＜飛灰中の塩素量＞ 
 2002 年度の KYS の記録に基づき，飛灰重量と飛灰中塩素濃度から求めた。飛灰重量
は 114kg，塩素濃度は 43％であった。 
 
＜煙道付着塩中の塩素量＞ 
 煙道に付着する塩としては，NaCl のほかにも CaCl2，Na2SO4 などが考えられるが，す







kg)kg(  （式 3-3） 
 
煙道に付着した塩の重量は，2000 年度の KYS の記録から 160kg であった 6)。 
 
＜排ガス中の塩素量＞ 
 排ガス中の HCl 濃度と排ガス量とから算出した。HCl 濃度は KYS 記録に基づく年間
平均濃度（2.53mg/m3）とした。年間排ガス量については，一時間あたりの平均排ガス




 表 3-2-12 に各量の把握結果を示した。 
 






 表 3-2-12 に示す塩素量の合計値が，KYS で処理された有機廃液中に含まれる塩素量
であると考えられる。 
項目 重量（kg）
苛性ソーダと反応した塩素量    7,124
飛灰中の塩素量        49.1
煙道付着塩中の塩素量        97.1
排ガス中HCｌに含まれる塩素量          7.5
合計    7,278
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（Ⅳ）塩素量に基づくクロロホルム，ジクロロメタンの処理量の推定結果 
 表 3-2-10 から，分析に基づくクロロホルム，ジクロロメタンの処理量に含有される塩
素量は 6,055kg であった。一方で，KYS で処理された有機廃液中の塩素量は表 3-2-12
から 7,278kg であり，廃液分析値の塩素量よりも 1,223kg 多い。従って，クロロホルム，
ジクロロメタンの分析値はやや過小評価となっていた。原因としては，サンプリングや
分析による誤差，測定試料の保管中の揮発などが考えられる。  















図 3-2-3 KYS の記録と廃液分析値に基づく有機廃液中の塩素量の比較 
 
 





































アセトニトリル，クロロホルム，トルエンについては，2003 年 1 月に本部キャンパス
の排水から 500mL のサンプルを採取し，ガスクロマトグラフ質量分析計を用いて排水中
の各物質の濃度を測定した。分析方法はヘッドスペース法を用い，廃希薄水溶液とほぼ
同条件で実施したが，用いた装置，カラム温度等に違いがあるので，表 3-2-14 に示した。 
 









分析結果と移行量の算出結果を表 3-2-15 に示す。なお 2003 年度の排水量は，排水管
理施設の記録から 468,660m3 であった。 
 

































































































クロロホルム 10,527 5,174-6,546 76 3,905-5,277 37-50






アセトニトリル 2,652 1,423 79 1,150 43
トルエン 3,316 1,959 1 1,356 41
ベンゼン 966 763 2 201 21
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大気中へ排出されるものの 2 種類が考えられる。しかし，KYS の排ガス中に含まれる物
質として検出されたものは，クロロホルム，ジクロロメタンのみであり，その量は年間















































については，装置 A において真空到達度の違う 2 種類のダイヤフラムポンプ（ポンプ a，







































ると，ポンプ a の場合，クロロホルムの回収率は 75％であったが，ジクロロメタンはほ








14 ℃（水） 14 ℃（水) 0 ℃（氷)
ポンプa : 東京理化器械製 DTC-41











14 ℃（水） 0 ℃（氷)
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ムが 218mmHg，ジクロロメタンが 499mmHg であった。ただし，減圧調整した場合には
蒸留濃縮に要する時間が増加し，クロロホルムで 21 分，ジクロロメタンで 26.5 分と減
圧調整しない場合のそれぞれ 1.5 倍，2.1 倍になった。 
伊藤らはヘキサンを用い，ウォーターバス温度の変化に伴う回収率と蒸留・濃縮に要
する時間の変化を調べた 12)。減圧調整を行わない場合と，減圧度を 70mmHg に保った場
合の 2 通りの条件下で，ヘキサン 100mL をロータリーエバポレータで蒸留し，バス温度
は 0-50℃まで 10℃ずつ変化させた。回収に用いた冷却管の冷媒温度は-45℃であった。
減圧度を調整しなかった場合，バス温度上昇とともに回収率は低下し，30℃の時に回収
率 78％で最小となった。バス温度が 30℃より高くなると回収率は上昇し，50℃では 90％
となった。一方，蒸留・濃縮に要する時間はバス温度が上昇すると共に短くなり，0℃で
700 秒，50℃で 200 秒であった。減圧度を 70mmHg にした場合には，20℃未満では揮発
は起こらず，回収率は 20℃で最大の 99％，50℃で最小の 93％となった。濃縮時間は 20℃
















 実験に用いた中圧液体クロマトグラフィ（ケムコ社）の概略図を図 3-3-3 に示す。ク
ロロホルム 500mＬを入れた 500mＬ容の三角フラスコ内から，液送用ポンプで 1-2kg/cm2
に加圧してクロロホルムをカラムクロマトグラフィに流し，50mL 容の三角フラスコ 15












ままの状態で 2 時間放置した。その後，分取した順に 5 個ずつをまとめてナス型フラス
コに移し，ロータリーエバポレータで濃縮を行った。この時のロータリーエバポレータ
は，先の装置 A（ポンプ a）を用いた。 


























































































ものを 3 つ用意し，一つはふたを開けた状態で運転中のドラフト内に静置（ポリ容器 A），
一つはふたを開けた状態でドラフト外に静置（ポリ容器 B），さらにもう一つはふたをし
た上でドラフト外に静置して（ポリ容器 C），取り扱い方法による揮発量の違いを調べた。





容器で実験開始前に 1mL ずつサンプリングを行って分析を実施し，ポリ容器 A につい






混合溶媒の初期重量は 1,100g であったが，ポリ容器 A では 1 日で 16％，4 日間で 54％
の減尐がみられ，ポリ容器 B では 1 日で 6％，4 日間で 21％の重量の減尐がみられた。
ドラフト内では，溶媒の揮発量が増加する結果となった。また，ふたをしていたポリ容
器 C では，重量の減尐は 4 日間で 1.4％，4 週間で 7.2％であった。 
各物質の揮発量と揮発率を表 3-3-1 に示した。ふたを開けてドラフト内に 1 日置いて
おくと，ジクロロメタンで 30％，クロロホルムで 14％程度が揮発し，ドラフト外でふた
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クロロホルム 49.8 28.9 18.2
14.2 8.2 5.2
ジクロロメタン 101.9 75.6 51.3
30.3 22.5 15.2
トルエン 2.4 4.3 1.9
1.1 1.9 0.8
メタノール 25.4 18.6 8.0
13.7 10.3 4.3
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年度の「研究室回答使用量」）に占める割合を示したものが表 3-3-4 である。 
 












 表 3-3-4 の使用割合をもとに，2002 年度における回収装置使用研究室とそれ以外の研
究室での使用量を業者納入量（2002 年度）から求めた。ついで図 3-2-2 に示す用途別の
使用割合からそれぞれの研究室での用途別の使用量を求め，さらに表 3-3-2，表 3-3-3 に
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洗浄 保存 その他 合計
使用量（kg） 3,280 8 4,011 61 23 228 7,611
用途別揮発率（％） 9-18 0 16-35 100 5 100 ―
揮発量（kg） 296-590 0 642-1,404 61 1 228 1,227-2,285
使用量（kg） 1,257 3 1,537 23 9 87 2,916
用途別揮発率（％） 13-25 0 19-41 100 5 100 ―













洗浄 保存 その他 合計
使用量（kg） 1,619 4 1,979 30 11 113 3,756
用途別揮発率（％） 11-90 0 21-94 100 15 100 ―
揮発量（kg） 178-1,457 0 416-1,860 30 2 113 738-3,462
使用量（kg） 1,134 3 1,387 21 8 79 2,631
用途別揮発率（％） 58-100 0 62-100 100 5 100 ―
















イプ 1 と 2 の使用時の揮発率は，廃液投入の際に 1 日に 1 時間はふたが開放されるとし
て算出した。 
 




















（2001 年度）とそれが研究室回答使用量の合計に占める割合を求めた（表 3-3-8）。 
  
タイプ1 タイプ２ タイプ３ タイプ4
ふたの状態 閉 閉 開 開
ドラフト 外 内 外 内
使用時 0.3 0.8 4.1 14.2
2週間
4週間















　　　　   ＋（ポリ容器Cの4週間の揮発率）×23時間/（24時間×28日）
 （タイプ2）＝（ポリ容器Aの揮発率）×1時間/24時間
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を表 3-3-9，表 3-3-10 に示す。 
 実験時の揮発率が最大で廃液保管期間が 4 週間の場合では，クロロホルムで 584kg，
ジクロロメタンで 66kg，実験時の揮発率が最小で廃液保管期間が 2 週間の場合はクロロ
ホルムで 660kg，ジクロロメタンで 605kg の揮発量となった。ジクロロメタンで保管期
間 4 週間の場合の揮発量が保管期間 2 週間に比べて尐ないのは，実験時の揮発率を最大
としており，使用量のほとんどが実験時に揮発した計算になるためである。  
 条件によっては，廃液ポリ容器からの揮発量が大学全体の使用量の 1 割近くになる計
算となった。また保管期間を 4 週間とした場合には，保管期間での揮発量が廃液ポリ容




タイプ1 タイプ２ タイプ３ タイプ4 合計
タイプ別研究室回答使用量(kg) 3,085 602 970 1,412 6,070
合計使用量に占める割合（％） 50.8 9.9 16.0 23.3
タイプ別研究室回答使用量(kg ) 1,279 1,000 635 584 3,499
合計使用量に占める割合（％） 36.6 28.6 18.2 16.7
クロロホルム
ジクロロメタン
  69 
 






























17.0 31.7 17.0 31.7 17.0 31.7 17.0 31.7 17.0 31.7
4,441 3,654 867 714 1,397 1,149 2,033 1,673 8,737 7,190
揮発率(%)
揮発量(kg)　＜A＞ 13 11 7 6 57 47 289 238 366 301
4,427 3,643 860 708 1,340 1,102 1,744 1,435 8,371 6,889
保管日数 14 28 14 28 14 28 14 28 14 28
揮発率(%) 2.6 5.2 2.6 5.2 2.6 5.2 2.6 5.2
揮発量(kg)　＜B＞ 115 189 22 37 35 57 45 75 218 358
128 200 29 43 92 104 334 312 584 660
実験時揮発率(%)
使用量(kg) 5,350 1,045 10,527
















36.9 95.3 36.9 95.3 36.9 95.3 36.9 95.3 36.9 95.3
1,473 110 1,152 86 732 55 673 50 4,030 300
揮発率(%)
揮発量(kg)　＜A＞ 15 1 21 2 83 6 205 15 323 24
1,459 109 1,131 84 649 48 469 35 3,707 276
保管日数 14 28 14 28 14 28 14 28 14 28
揮発率(%) 7.6 15.2 7.6 15.2 7.6 15.2 7.6 15.2
揮発量(kg)　＜B＞ 111 17 86 13 49 7 36 5 282 42









全体タイプ合計タイプ1 タイプ2 タイプ3 タイプ4
1,160 1,067



























基づく結果とおおよそ一致し，両者の結果からクロロホルムでは使用量の 3 割から 4 割
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 京都大学においてクロロホルムとジクロロメタンの使用量の多い 3 研究室の協力を得
て，実験室内での作業環境測定を実施した。実験室 X，Y はそれぞれ研究室 X，Y が使
用している新キャンパス内の実験室であり，ドラフトも多く，学内では最も設備の整っ
た実験室に分類される。一方，研究室 Z が使用している実験室 Z-1，Z-2 は旧キャンパス
内の実験室であり，学内にある比較的古い実験室の典型例である。研究室 Z は他にも 2






















 作業環境測定は，厚生労働省の定める作業環境測定基準に則って実施し，実験室 Z の
作業環境測定については同年に大学業務として行われた作業環境測定とあわせて実施し
た。サンプリングは直接捕集法であり，フレックスポンプ（近江オドエアーサービス社
製 DC1-NA 型）を用いて，1 測定点につき 10 分間で 2L の空気試料を採取した。得られ
た試料のうち，1mL をガスクロマトグラフィ(ヒューレッドパッカー社製 HP5890)で分
析を実施した。分析条件を表 4-2-2 に示す。 
 
 























使用量 (kg/年) 355 233 181
<順位※ > <8> <10> <16>
ジクロロメタン
使用量 (kg/年) 343 114 197
<順位※ > <4> <11> <6>
56
ドラフト数 21 25 1 1
床面積 (m2) 198 168 56
2換気扇数 0 0 2
 78 
4.2.1.2 作業環境測定結果 
 作業環境測定結果を表 4-2-3 に示す。 
 
















B1，Z-2 の B2 は液体クロマトグラフィーの近傍での測定で，どちらの装置も廃液回収
容器の密栓状態が不十分であった。また，Z-2 の B1 はロートをさした状態で室内に置か
れている廃液ポリ容器のすぐ近くの測定点であり，容器からの揮発が高濃度の一因とな
ったことが推察された。Z-2 では，この B1 でのクロロホルム濃度が管理濃度（10ppm）







クロロホルム ジクロロメタン クロロホルム ジクロロメタン クロロホルム ジクロロメタン クロロホルム ジクロロメタン
10 100 10 100 10 100 10 100
A1 <1 <1 <1 <1 0.1 1.0 0.1 2.0
A2 <1 <1 <1 <1 0.1 1.0 0.1 1.0
A3 <1 <1 <1 <1 0.1 1.0 0.1 1.0
A4 <1 <1 <1 <1 0.1 1.0 0.1 1.3
A5 <1 <1 <1 <1 0.1 1.0 1.7 1.0
A6 <1 <1 <1 <1 - - - -
B1 4 2 <1 <1 0.1 1.0 24.3 1.0
B2 <1 <1 <1 <1 0.1 1.0 9.6 1.0
B3 0.1 2.3
第1評価値 3.00 3.00 3.00 3.00 0.30 3.00 1.86 4.04


































用いることとした。第 3 章での検討から京都大学では，クロロホルムで 3 割から 4 割，







要である。実験時間については，研究室 Z の学生 13 名にアンケート調査を実施した。 







V （m3） ： Laboratory Volume
Q (m3）：Emission
C(t) (mg/m3）：Concentration in Laboratory
G (mg/hour) ：Volatilization
V・（dC/dt) = G – Q・C(t)
C(t) = (G/Q)・{1-exp(-t・Q/V)}
※C=G/Q （In Steady State）
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実験室平均濃度   















 研究室 Z に所属する学生 13 名に，1 週間の平均実験時間及び平均実験室滞在時間を尋
ねたところ，実験時間は平均で週 35 時間，論文やデータ整理等も含め実験室に滞在する
時間は平均で週 55 時間であった（表 4-2-4）。 
 





 週に 5 日間，実験が行われているとすると，平均的に 1 日７時間程度は実験が行われ
ていると考えられた。 
 年間の実験日数については，年間授業日数である 150 日から，土日や年末年始の休日
を除いた 250 日程度であると推察されるが，今回の推定にあたっては，その平均である
200 日とし，アンケートの結果とあわせて，年間の実験時間は 1,400 時間と仮定した。 
 
（Ⅱ）ドラフト，換気扇の排風量 






滞在時間（時間/週） 75 10 55
実験時間（時間/週） 60 7 35
 81 
（Ⅲ）モデルを用いた実験室内の平均濃度の推定  
 クロロホルムの揮発率 30％，ジクロロメタンの揮発率 70％，年間実験時間が 1,400 時
間との仮定の下で，式 4-1 から実験室内の平均濃度を求めた（表 4-2-5）。なお，研究室
Z は全部で 4 つの実験室を保有しており，クロロホルムとジクロロメタンの使用実績が
あるのは実験室 Z-1，Z-2 を含む 3 実験室であった。従って，実験室 Z-1，Z-2 での年間

























研究室 X Y Z-1 Z-2
使用量（kg/年） クロロホルム 355 233 60.3 60.3
ジクロロメタン 343 114 65.7 65.7
ドラフト数 21 25 1 1
ドラフト排風量（ｍ3/hour） 400-1,200 400-1,200 1,000-1,500 1,000-1,500
換気扇数 0 0 2 2
換気扇排風量（ｍ3/hour） ― ― 500-700 500-700
総排風量（ｍ3/hour） 8,400-25,200 10,000-30,000 2,000-2,900 2,000-2,900
クロロホルム 使用量(g/hour) 254 166 43 43
揮発量(g/hour) 76.1 49.9 12.9 12.9
＜モデル値＞
濃度 (mg/ｍ3） 3.0-9.1 1.7-5.0 4.5-6.5 4.5-6.5
濃度 (ppm） 0.6-1.8 0.3-1.0 0.93-1.3 0.93-1.3
＜実測値＞
第2評価値（ppm） 1.25 1.25 0.12 0.49
ジクロロメタン 使用量(g/hour) 245 81 47 47
揮発量(g/hour) 172 57 33 33
＜モデル値＞
濃度 (mg/㎥） 6.8-20.4 1.9-5.7 11.3-16.4 11.3-16.4
濃度 (ppm） 1.4-4.2 0.4-1.2 2.3-3.3 2.3-3.3
＜実測値＞








作業環境測定における平均濃度である第 2 評価値とモデル値を比較すると，Z-1 での
クロロホルム濃度ではモデル値が 7.8 倍から 10.8 倍とかなりの過大評価となっていたが，




一般に作業環境測定では，管理濃度の 10 分の 1 を精度良く測れる程度の測定が求め
られる（作業環境測定基準第 10 条第 2 項，作業環境評価基準第 2 条第 2 項）。クロロホ












 本章第 2 節と同じ条件でモデル計算を行い，学内でクロロホルム，ジクロロメタンの
使用実績があった実験室の平均濃度を推定した。  
 
4.3.1.1 研究室ごとの使用量の把握  











 研究室で使用する化学物質の総量は，その研究室の規模を反映すると考え，2003 年 6
月の研究室への調査票調査で把握した 7 物質の合計使用量に応じ，表 4-3-1 のように研
究室ごとのドラフト数や換気扇数を決定した。新キャンパスにある実験室はドラフト数
が多く，換気扇を持たない構造のものが多いことから研究室 X や Y を参考にドラフト数
のみを変化させ，旧キャンパスでは実験室 Z-1，Z-2 のような実験室が一つの典型例であ
ることから，これらの実験室の排風設備（ドラフト 1 台，換気扇 2 台）を基本単位とし
て増減させた。 
 















合計年間使用量 ドラフト数 ドラフト数 換気扇数
1,500kg以上 40 7 14
1,250kg以上 30 6 12
1,000kg以上 30 5 10
750kg以上 20 4 8
500kg以上 20 3 6
250kg以上 10 2 4















4.3.2.1 研究室ごとの使用量の分布  
 第 2 回の研究室への調査票調査の結果では，クロロホルムの使用実績があったのは 209
研究室，ジクロロメタンは 74 研究室であった。研究室ごとの使用量の分布図を図 4-3-1，
図 4-3-2 に示す。 
使用実績のある研究室のうち，年間使用量が 10kg 以下のものはクロロホルムで 147
研究室（70％），ジクロロメタンで 37 研究室（50％）を占め，ごく尐量の使用である研
究室が多いことがわかった。一方，最も使用量の多い研究室はクロロホルムで年間






















































































































































































































式 4-1 を用いて，表 4-3-1 のように排風装置の数を仮定することで求めた，研究室ご


































































































































































図 4-3-4 ジクロロメタンの実験室平均濃度 
 
 
 所有する実験室の平均濃度が，管理濃度の 10分の 1以下であると推定された研究室は，














































































































4.3.3 作業環境測定結果に基づく実験室平均濃度の分布範囲の検討  
 京都大学では学内で有機溶媒等の化学物質を使用する実験室を対象に，2004 年度から
年 2 回，作業環境測定が実施されている。測定が実施された実験室数は 2004 年度には
783，2005 年度には 788 であった。測定の前に実験室へのヒアリングを行い，その実験
室で使用量が多いと推定される物質を測定対象とし，測定は作業環境測定基準に基づい
て行われた。定量下限値は物質によって様々であったが，おおよそ 0.1-1ppm であった。 
 作業環境測定の結果，ほとんどすべての実験室が第 1 管理区分であり，作業環境管理
の状況は適切であると判断された。ただし，2004 年度には第 3 管理区分と判断された実
験室が 3 箇所（総数の 0.4％）存在し，第 2 管理区分と判断された実験室も 4 箇所（0.5％）
存在した。2005 年度は第 3 管理区分と判断された実験室はなかったが，第 2 管理区分と
判断された実験室が 5 箇所（0.6％）あった。原因となった物質ではクロロホルムが最も
多く 5 件，次いでジクロロメタンとメタノールが 2 件ずつ，ノルマルヘキサンとベンゼ
ンが 1 件ずつであった。また，個々の物質での評価では第 1 管理区分であったが，混合
濃度の評価法（式 2-4）にもとづき，第 2 管理区分となった実験室もあった。 
 表 4-3-2，表 4-3-3 に 2004-2005 年度の測定で，第 2，第 3 管理区分と判断された実験
室におけるクロロホルム，ジクロロメタンの濃度を示す。 




表 4-3-2 には，これまでの作業環境測定でクロロホルムが原因で第 2，第 3 管理区分で
あると判断された全ての場合が含まれており，実測上のクロロホルムの最高濃度につい
ての判断ができるものであると考えられる。従って，実験室 C における第 2 評価値
（54ppm）が，クロロホルムの実験室平均濃度の実測上の最高値である。実験室内の平
均濃度と考えられる第 2 評価値では，次に高いものが実験室 B の 6.0ppm，ついで実験室


































実験室 実験室Z-2 実験室A 実験室B 実験室C 実験室D 実験室E 実験室F 実験室G 実験室H
キャンパス 旧 旧 旧 新 旧 新 新 旧 旧
測定年度 2004 2004 2004 2004 2004 2004 2005 2005 2005
A測定 A1 0.1 0.1 1.4 0.2 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
(ppm) A2 0.1 1.6 0.9 0.7 0.1 0.1 0.1 0.1 0.1
A3 0.1 3.1 6.1 9.9 0.1 0.1 0.1 0.1 3.4
A4 0.1 1.9 4.0 69.2 0.1 0.1 1.9 0.1 3.4
A5 1.7 4.7 8.5 3.8 0.1 0.1 0.1 0.1 2.8
A6 0.1 1.9 0.1 3.4
A7 1.7
A8 1.1
B測定 B1 24.3 4.9 6.1 4.7 0.1 0.1 0.1 0.1 1.1
(ppm) B2 9.6 0.2 0.1
B3 0.1
第1評価値 1.86 20.47 20.88 161.39 0.30 0.30 4.10 0.30 17.04
第2評価値 0.49 5.29 6.04 54.34 0.12 0.12 1.06 0.12 4.40
B測定値 24.3 4.9 6.1 4.7 0.1 0.1 0.1 0.1 1.1
管理区分 A測定 1 2 2 3 1 1 1 1 2
B測定 3 1 1 1 1 1 1 1 1
総合 3 2 2 3 1 1 1 1 2
判定の主な原因物質 クロロホルム クロロホルム クロロホルム クロロホルム メタノール メタノール 混合 ヘキサン クロロホルム
(クロロホルム
のみで評価）
実験室 実験室J 実験室Z-2 実験室C 実験室E 実験室F 実験室J
キャンパス 旧 旧 新 新 新 旧
測定年度 2004 2004 2004 2004 2005 2005
A測定 A1 74.9 2.0 1.0 1.0 1.0 51.5
(ppm) A2 54.2 1.0 1.0 1.0 1.0 43.3
A3 30.0 1.0 1.0 1.0 1.0 8.6
A4 7.8 1.3 1.0 1.0 1.0 10.9




B測定 73.4 1.0 1.0 1.0 1.0 4.7
(ppm) 1.0 1.0 1.0
2.3
第1評価値 185.44 4.04 3.00 3.00 3.00 111.26
第2評価値 51.90 1.58 1.25 1.25 1.25 33.47
B測定値 73.4 2.3 1 1 1 4.7
管理区域 A測定 2 1 1 1 1 2
B測定 1 1 1 1 1 1
総合 2 1 1 1 1 2





クロロホルムと同様に，表 4-3-3 にはジクロロメタンが原因で第 2 管理区分となった
全てのケースが含まれており，2004 年度の実験室 J での第 2 評価値が，これまでの実測
に基づくジクロロメタンの実験室平均濃度の最高値であると考えられる。実験室 J は化
学洗浄室として使用されており，2004 年度の第 2 評価値は 52ppm，2005 年度は 33ppm
であった。この 2005 年度の値が，実測上，2 番目に高いジクロロメタンの実験室平均濃
度と考えられる。従って，学内の実験室でのジクロロメタンの平均濃度は，この濃度以
下の範囲に分布していると考えられる。モデルによって推定した実験室平均濃度もこの


















MOE     （式 4-2） 
 
USEPA は，MOE を「最もふさわしい，あるいは最も敏感な動物種の実験の結果から求




のとしている 6)。MOE では，数字が大きいほど安全性が高いと判断され，USEPA では
MOE が 100 より大きければ「リスクは小さい，あるいは無視できる」，100 以下で 10 よ
り大きければ「リスクが存在する可能性がある」，10 以下であれば「明らかにリスクが
ある」として，リスク評価に利用している 7)。また NOAEL の代わりに LOAEL（Lowest 
Observed Adverse Effect Level）を用いる場合には，LOAEL の NOAEL への換算を考慮し，




NOAEL と曝露量の予測最大量の比によって MOE を求め，10，100 と比較することによ
って該当物質に対する追加的なリスク評価の必要性の有無を判断している 9)。この際の
NOAEL はヒトに対するものとし，動物実験の結果を利用する場合は，得られた NOAEL
を 10 で除したのち，MOE の計算に使用している。このように，機関によって使用方法
や細かな定義に若干の違いがあるが，NOAEL に対する曝露量の比である点は共通して
いる。 






MOEL     （式 4-3） 
 
他の MOE との区別を容易にするため，Laboratory を意味する L を添え字として付し
た。NOAEL としては吸入曝露の NOAEL（mg/ｍ3）を用い，環境基準の設定根拠となっ
たものや一般環境のリスク評価に用いられた動物，ヒトの NOAEL を使用する。 
また，年間平均曝露濃度(mg/m3)は，次式を用いて計算する。 
 

















なお，式 4-1 を用い，PRTR に基づく大気排出率と使用量，排風量とから計算した実
験室平均濃度によって評価する場合，完全混合モデルの性質上，実験を行っていない時
間，すなわち揮発のない状態では実験室平均濃度は 0 となることに注意する必要がある。
式 4-1 で用いた年間実験時間が，式 4-4 に用いた年間実験室滞在時間（1 日滞在時間×年
間滞在日数）よりも短い場合，式 4-4 によって計算される年間平均曝露濃度は過大評価
となる。従って，式 4-4 に用いる年間実験室滞在時間は，式 4-1 に用いる実験時間を超
えないことが望ましい。以降の実験室環境の評価では， 本章第 2 節及び第 3 節で用いた






























 MOEL を使った実験室環境の管理方法としては，次のようなものが考えられる。  
式 4-1 を用いて，PRTR に基づく大気排出率と研究室の使用量，排風量から計算した
実験室平均濃度に基づき，MOELが 10 以下となった場合はその旨を当該研究室に連絡し，
実験室内での揮発率や排風量，実験時間等を確認した後，MOEL の再計算を要請する。
再計算の結果，再度 MOEL が 10 以下となる場合には，必要な揮発低減策を講じると共に，
健康診断等によって研究室に所属する学生等の実験者の健康状態を確認する。当該研究
室が所有する実験室での揮発率が低い場合など，再計算の結果，MOEL が 100 を超える
際には，以後，その揮発率を用いて計算を実施する。再計算の結果，MOEL が 10 よりは
大きいが 100 以下である場合には，揮発量の低減対策，排風設備の確認や実験時間の調
整などの対策を講じる。 
 式 4-1 を用いて求めた MOEL が 10 よりは大きいが 100 以下であった場合，当該研究室
にその旨を連絡し，実験室での揮発率を確認し，必要に応じて揮発低減対策を講じても































4.4.3.1 クロロホルムの NOAEL 
（Ⅰ）基準値等の根拠となっている NOAEL 等 
 わが国の一般大気環境に関わる基準値としては，環境省で提案が検討されている指針
値として年平均値 18g/ｍ3 以下 10)がある。また，労働者の健康にかかわる指針値として
は産業衛生医学会から提案されている 3ppm がある 11)。また，わが国の一般環境に関わ
る初期リスク評価としては，環境省の化学物質の環境リスク評価 12)，CRM が web 上で
公開しているクロロホルムの初期リスク評価 8)などがある。それぞれの評価の根拠とな









境省と CRM では評価の際に Yamamoto ら 14)の動物実験で得られたマウスの腎がんの
























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































（Ⅱ）実験室環境評価に用いる NOAEL の決定 
表 4-4-2，表 4-3-3 に示す基準値等の根拠とされている NOAEL の中で，最も低いもの
はマウス腎がんの NOAEL で 5ppm である。マウス等の鼻腔への影響を示す LOAEL





がんの NOAEL である 5ppm（24.4mg/m3）を連続曝露補正した，0.89ppm（4.3mg/m3）を
用いて実験室環境を評価することとした。 
 
4.4.3.2 ジクロロメタンの NOAEL 




















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































一方，Kelly はジクロロメタン曝露を受けていた男性作業者 8 名で精子の奇形率・数・活








が報告されている 1 名の作業者については，曝露の 8 時間後の COHb 濃度が 1.2％であ
り，COHb の半減期を 13 時間として考えると曝露直後には 1.8％程度であったことにな
る。一方，50ppm のジクロロメタンに 7.5 時間曝露された後の COHb 濃度は 1.9％と報告



















の 2 点を考慮し，ラットの 2 年間反復吸引曝露試験（6 時間/日，5 日/週）28)における
NOAEL200ppm（肝脂肪変性等）を連続曝露（24 時間/日，7 日/週）に換算した 35.7ppm
（124mg/m3）をもとにリスク評価を行っている。  
 
（Ⅱ）実験室環境評価に用いる NOAEL の決定 
発がん影響については，CRM がユニットリスク値を用いて評価している。しかし，こ
のユニットリスクを用いた計算では，実験作業中の曝露濃度が 50ppm の場合でも，3 年
間の実験作業による発がんリスクは 2.4×10-6 となり，今回の実験室環境評価では，発












報告された平均曝露濃度 68ppm を労働時間（1 日 8 時間，年間 250 日）を考慮して連続
曝露値に補正することで，15.5ppm（53.8mg/m3）を得る。この値は，環境省の示す







4.4.3.3 実験室環境評価に用いる NOAEL のまとめ 
 本節の検討から，実験室環境評価に用いる NOAEL を表 4-4-6 にまとめた。 
 









4.5 PRTR データを利用した実験室環境評価の実施 
 
 クロロホルム，ジクロロメタンの 2 物質について，式 4-1 を用い，PRTR データと使









 表 4-5-1 に各物質の大気中濃度，室内濃度の測定最大値を示す 29,30)。 
 











4.5.2 MOEL＝10，MOEL＝100 となる実験室濃度の算出 
第 2 節と同様に，実験室滞在時間は実験時間と等しく，1 日 7 時間，年間 200 日の 1,400
時間とした。第 3 節で求めた実験室平均濃度との比較によって実験室環境の評価ができ
るように，前項で決定した実験室外濃度をもとに，MOEL＝10，MOEL＝100 となる実験
室濃度 C10，C100 を求めた（表 4-5-2）。 
 







 実験室平均濃度が C10 以上であれば，安全衛生上の対策が必要であると判断され，C100
未満であれば，安全衛生上の問題はないと判断される。  
 























 評価結果を表 4-5-3 に示す。 
 








 実験室内の平均濃度が C10 を超え，MOEL が 10 以下となった研究室はクロロホルムで
46 研究室（22％），ジクロロメタンで 4 研究室（5.4％）あり，これらの実験室では所属
する学生の年間平均曝露濃度が，NOAEL に近いことが考えられ，安全衛生上の対策を
講じるべきであると判断された。 





4.5.4 MOEL に応じた実験室環境の改善と大気中への排出量の削減効果の試算 
 先の実験室環境評価結果を踏まえ， 


































た 4 研究室での揮発量が削減されるだけで，大学全体からの排出量が 50％削減される計
算となり，本手法による実験室環境の評価に基づく対策を取ることで，実験者の曝露濃
度の低減だけでなく，大気中への排出量の低減が期待される結果となった。  
 第 3 章での揮発実験の結果を踏まえれば，必ずしも多大な費用をかけずとも，ふたな
し容器での溶媒の放置を避ける，濃縮・蒸留の際には減圧ポンプのあとにも水道水を利
用した冷却管を取り付けるなど，尐しの工夫と配慮で揮発量を大幅に低減できる実験プ














① ② ① ②
排出量（g/hour）    2,198       168        75    2,589    1,214       402
削減率（％） 92.4 96.6 53.1 84.5
平均濃度（mg/m3） 4.8 0.4 0.2 10.3 4.8 1.6
平均濃度（ppm） 1.0 0.1 0.03 3.0 1.4 0.5
※改善後①：MOEL≦10の研究室のみが，MOEL＞100に改善した場合














④ 一般環境のリスク評価や環境基準の設定に用いられた NOAEL に基づいて決定した



























































































②PRTR データが正確であることが望まれる。  
 PRTR データを利用しているため，そのデータがある程度正確でなければ意味のあ
る実験室環境の評価はできない。多種の薬品が不規則に混じった廃液の分析は必ずし
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ている場合には，実験室内濃度は高濃度となり，第 2，第 3 管理区分と判断された実験室もあ

























年間平均曝露濃度を比較して，実験室環境を 3 区分にわけて評価するものである。 
 
特徴としては，以下のようなものがあげられる。 










































【第 5 章の参考文献】 
1） 環境省：リスクコミュニケーションのための化学物質ファクトシート 2005 年度版（2005） 
2） Taskinen, H., Kyyronen, P., Hemminki, K., Hoikkala, M., Lajunen, K. and Lindbohm, M.S.：Laboratory 
Work and Pregnancy, Journal of Occupational Medicine, Vol.36, No.3, pp.311-319（1994） 




































































付録 2 第 1 回研究室調査 調査票 
 
付録 3 第 2 回研究室調査 調査票 
 









































付録 1 薬品納入量調査集計 
1 亜鉛の水溶性化合物 17.3 14.4 - -
2 アクリルアミド 135.2 108.8 122.6 102.9
7 アクリロニトリル 0.4 0.1 - -
11 アセトアルデヒド 2.4 0.8 - -
12 アセトニトリル 2,631.5 2,476.9 1,977.5 2,651.8
25 アンチモン及びその化合物 0.3 0.0 - -
42 エチレンオキシド - - - 0.0
43 エチレングリコール 329.6 218.8 233.5 262.7
44 エチレングリコールモノエチルエーテル 2.3 0.9 - -
45 エチレングリコールモノメチルエーテル 4.9 2.0 - -
58 1-オクタノール 14.2 8.7 - -
60 カドミウム及びその化合物 0.9 1.4 - -
63 キシレン 598.8 617.1 653.6 679.2
67 クレゾール 0.7 10.4 - -
68 クロム及び３価クロム化合物 1.0 2.3 - -
69 ６価クロム化合物 9.5 8.3 - -
77 クロロエチレン 0.0 0.0 - -
90 2クロロ-4,6ビス(エチルアミノ)-1,3,5-トリアジン 0.0 0.0 - -
95 クロロホルム 7,445.3 7,996.6 9,072.7 10,527.1
96 クロロメタン 0.0 0.0 - -
108 無機シアン化合物 1.3 0.7 - -
110 N,N-ジエチルチオカルバミン酸S-4-クロロベンジル 0.0 0.0 - -
112 四塩化炭素 73.0 125.8 88.6 86.1
113 1,4-ジオキサン 228.0 276.0 238.7 163.1
116 1,2-ジクロロエタン 294.2 150.1 131.9 84.7
117 1,1-ジクロロエチレン 0.0 0.0 - -
118 cis-1,2-ジクロロエチレン 0.0 0.0 - -
137 1,3-ジクロロプロペン 0.0 0.0 - -
145 ジクロロメタン 5,313.4 6,964.1 6,255.4 6,386.6
172 Ｎ，Ｎ－ジメチルホルムアミド 667.3 1,027.4 985.3 1,766.2
175 水銀及びその化合物 7.7 7.5 - -
176 有機スズ化合物 1.7 1.9 - -
178 セレン及びその化合物 1.0 0.6 - -
200 テトラクロロエチレン 1.8 1.3 - -
204 テトラメチルチウラムジスルフィド 0.0 0.0 - -
207 銅水溶性塩（錯塩を除く） 28.9 11.6 - -
209 1,1,1-トリクロロエタン 0.0 0.0 - -
210 1,1,2-トリクロロエタン 0.1 3.5 - -
211 トリクロロエチレン 135.4 66.5 59.5 84.1
213 トリクロロトリフルオロエタン 0.0 0.0 - -
227 トルエン 3,618.2 3,465.2 3,045.3 3,316.3
230 鉛及びその化合物 2.7 2.9 - -
231 ニッケル 0.0 0.0 - -
232 ニッケル化合物 9.3 6.1 - -



















241 二硫化炭素 192.6 170.0 110.1 111.8
243 バリウム及びその水溶性化合物 10.7 4.1 - -
252 砒素及びその無機化合物 0.2 0.3 - -
254 ヒドロキノン 0.8 2.8 - -
259 ピリジン 75.3 81.4 - -
266 フェノール 237.1 176.1 200.4 256.9
268 1,3-ブタジエン 0.0 0.0 - -
269 フタル酸ジ-n-オクチル 1.0 0.5 - -
270 フタル酸ジ-n-ブチル 4.6 2.0 - -
283 フッ化水素及びその水溶性塩 51.1 45.0 - -
299 ベンゼン 1,737.9 1,274.0 1,078.5 966.2
304 ホウ素及びその化合物 229.7 201.4 - -
305 ホスゲン 0.0 0.0 - -
310 ホルムアルデヒド 439.4 414.2 402.5 334.8
311 マンガン及びその化合物 27.9 18.2 - -
354 リン酸トリ-n-ブチル 0.0 0.5 - -
塩酸 891.9 1,075.3 964.1 429.1
硫酸 492.8 466.8 863.1 776.1
硝酸 96.5 76.3 - -
アセトン 16,459.6 17,411.6 15,457.3 17,950.4
エタノール 26,964.5 27,066.6 8,817.1 9,440.5
ジエチルエーテル 4,854.3 7,252.6 9,042.4 7,215.2
ヘキサン 13,643.3 18,019.2 16,614.2 17,678.3
メタノール 24,642.8 29,272.2 24,332.8 23,451.6
酢酸エチル 6,601.5 9,721.7 8,810.6 10,598.6
ヘプタン 21.7 40.0 - -
イソプロピルアルコール 1,132.4 1,395.7 1,995.0 2,027.3
テトラヒドロフラン 1,970.5 1,987.5 1,912.0 1,925.8
メチルエチルケトン 65.8 27.0 - -
アクリルアルデヒド 0.0 0.0 - -
アンモニア 0.0 0.0 - -
アンモニア水 53.6 54.0 - -
塩素 9.0 14.8 - -
臭素 4.2 8.7 - -
亜酸化窒素 0.0 0.0 - -
二酸化炭素 0.0 0.0 - -





物質名 1999年度 2000年度 2001年度 2002年度



































例 ベンゼン ５ 10 ７ ８ ８ 
 ベンゼン      
 クロロホルム      
 ジクロロメタン      
 トルエン      
 ホルマリン      
    *昨年度２月の各研究室への調査データがあれば，それを使って下さい。 
   **研究室内での帳簿への記録等により，使用量が正確に分かっている場合は，その値を 





物質名 反応溶媒 抽出溶媒 合成の原料 ｶﾗﾑｸﾛﾏﾄ 洗浄 保存用 その他 
例ベンゼン ４ １ ３ ２ ０ ０ ０ 
 ベンゼン        
 クロロホルム        
 ジクロロメタン        
 トルエン        
 ホルマリン        
                                         ↓ 
        ← ← ← ← ← 具体的な用途をお書き下さい。 ← ← ← ← ← 
       ↓ 


















ジクロロメタン，クロロホルムを含む廃液  → 分別容器Ａへ 
トルエン，ベンゼンを含む廃液       → 分別容器Ｂへ 
ホルマリンを含む廃液           → 分別容器Ｃへ 
それ以外の可燃性有機廃液         → 分別容器Ｄへ 






分別容器Ａ中のジクロロメタンとクロロホルムの割合   ％ 
分別容器Ｂ中のトルエンとベンゼンの割合   ％ 






































     
     
  
 昨年 11 月に実施した「PRTR に関する調査」にご協力いただきありがとうございました。 








内線番号と e-mail アドレス  
（１） 以下の化学薬品 6物質について、貴研究室の 2月末での在庫量、今年 2月末までの使用量を教えてください。なお
単位は kg もしくはリットルとし、薬品ごとに○をつけてください。 
 
化学薬品名 単位 















例 ベンゼン kg・L ５ ７ １０ ８ ８ 
ベンゼン kg・L      
クロロホルム kg・L      
ジクロロメタン kg・L      
トルエン kg・L      
ホルマリン kg・L      
アセトニトリル kg・L      
*昨年度 2 月の各研究室への調査データがあれば、それを使ってください。 
**研究室内での帳簿への記録等により、使用量が正確にわかっている場合は、その値を書いてください。なければ空欄で結
構です。 
（２） 貴研究室では、アセトニトリルをどのように使っていますか。全使用量を 10 としたときの各実験に用いる割合で示し
てください。使用していない場合は空白で構いません。 
 
化学薬品名 反応溶媒 抽出溶媒 合成原料 ｶﾗﾑｸﾛﾏﾄ 洗浄 保存用 その他 
例 ４ １ ３ ２ ０ ０ ０ 
















  Ａ：廃液タンクのふたについて 
１． 実験中は廃液タンクのふたを開けている。 
２． 実験中も廃液タンクのふたは閉めている。（注ぎ込む時だけ開ける） 





１． 記録されている。     １、２ の場合には今年度の量をご記入ください。 
２． おおよそ推定できる。      有機廃液   （          ）Ｌ 




１． ない（3 社のみ） 
２． ある 
      ↓ 
  3 社以外からの購入がある研究室にお尋ねします。おもてページに示した 6 物質を購入している場合には、その購入
量を教えてください。 







          
 
        化学物質の使用状況と、実験室の安全に関する調査 
  

































例 ベンゼン kg・L ５ ７ １０ ８ ８ 
アセトニトリル kg・L      
クロロホルム kg・L      
ジクロロメタン kg・L      
トルエン kg・L      
ベンゼン kg・L      
N,N- ジメチル
ホルムアミド 
kg・L      





      １．購入伝票の記録に基づいて 
      ２．物質管理コンピューターの記録に基づいて 
      ３．その他      →具体的に（                                ） 
付録4 第3回研究室調査 調査票 
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例 ４ １ 3 ２ 0 0 0  
N,N- ジメチル
ホルムアミド 





















    １．有機溶媒使用時に気分が悪くなったことがある。 
物質名（                                          ） 
    ２．化学物質が原因と見られる手荒れやアレルギー症状を起こしたことがある。 
物質名（                                          ） 
    ３．化学物質による目や体の損傷、火傷などをしたことがある。 
物質名（                                          ） 
    ４．その他 
          
         物質名（                                          ） 
 
ご協力ありがとうございました。ご質問などございましたら、環境保全センターまでお願い致し
ます。またご回答について、こちらから問い合わせさせていただく場合があることをご了承くだ
さい。 
